様式第６号（第９条の２関係）

（第１面）

	産業廃棄物収集運搬業許可申請書

　　年　　月　　日

栃木県知事　様

申請者

〒　
住　所　
氏　名　

（法人にあっては，名称及び代表者の氏名）

電話番号　　　　（　　　　）

ＦＡＸ　　　　　（　　　　）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第１項の規定により、産業廃棄物収集運搬業の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

	事業の範囲（取り扱う産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を含む。）及び積替え又は保管を行うかどうかを明らかにすること｡）
	積替え保管　　あり　・　なし
取り扱う産業廃棄物の種類：別表のとおり

	事務所及び事業場の所在地
	事務所　　　　　　　　　　　

電話番号　　　（　　　）　　　　

	
	事業場　　　　　　　　　　　

別紙「様式第６号の２（第２面）」の駐車場の所在地のとおり
電話番号　　　（　　　）

	事業の用に供する施設の種類及び数量


	運搬車両　台

運搬容器　あり　・ なし

運搬容器については様式第６号の２（第２面）の

⑵その他の運搬施設の概要のとおり

	積替え又は保管を行う場合には，積替え又は保管を行うすべての場所の所在地及び面積並びに当該場所ごとにそれぞれ積替え又は保管を行う産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を含む。），積替えのための保管上限及び積み上げることができる高さ
	

	※事務処理欄
	


様式第６号（第９条の２関係）　（第１面 裏面）
栃木県収入証紙貼付欄
· 申請手数料は、申請の種類に応じて次表のとおりです。
	
	更新許可申請

	産業廃棄物収集運搬業
	7 3, 0 0 0円


· 申請の種類に応じて必要な手数料分の「栃木県収入証紙」又は「ＰＯＳレジから出力されたレシート」を下記の枠内に貼付してください。電子申請システムにて手数料をお支払いされた場合は、本紙の代わりに栃木県電子申請システムの申込内容照会ページの画面コピーを申請書に添付ください。
· はがれないように、しっかりと糊付けしてください。
	参考：ＰＯＳレジコード
　　　＜産業廃棄物収集運搬業許可申請手数料（更新）＞
　　 　　[image: image1.emf]


別表　　　産業廃棄物収集運搬業（積替・保管を除く）における事業の範囲
	No
	種　　　　類
	取扱い
の有無
	石綿含有産業廃棄物
	水銀使用製品産業廃棄物
	水銀含有
ばいじん等

	１
	燃え殻
	
	
	
	

	２
	汚泥
	
	
	
	

	３
	廃油
	
	
	
	

	４
	廃酸
	
	
	
	

	５
	廃アルカリ
	
	
	
	

	６
	廃プラスチック類
	
	
	
	

	７
	紙くず
	
	
	
	

	８
	木くず
	
	
	
	

	９
	繊維くず
	
	
	
	

	10
	動植物性残さ
	
	
	
	

	11
	動物系固形不要物
	
	
	
	

	12
	ゴムくず
	
	
	
	

	13
	金属くず
	
	
	
	

	14
	ガラスくず・コンクリートくず・陶磁器くず
	
	
	
	

	15
	鉱さい
	
	
	
	

	16
	がれき類
	
	
	
	

	17
	動物のふん尿
	
	
	
	

	18
	動物の死体
	
	
	
	

	19
	ばいじん
	
	
	
	

	20
	政令第13号廃棄物
	
	
	
	


≪記載方法≫
【新規申請・更新申請の場合】
・取り扱う産業廃棄物の種類について、「取扱いの有無」欄に○印を付けてください。
・石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等を取り扱う場合に
は、該当箇所に○印を付けてください。
【変更許可申請の場合】
・「取扱いの有無」欄に、既に許可を取得している産業廃棄物には◎印を付け、今回の申請で
追加するものに○印を付けてください。
・石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等についても同様に、
既に許可を取得しているものに◎印を、今回の申請で追加するものに○印を付けてください。
（注）斜線になっている産業廃棄物の取扱いがある場合には、具体的な製品名、排出事業場等に
ついて、『様式第６号の２（第１面）事業計画の概要を記載した書類』の「２．取り扱う産業
廃棄物（特別管理産業廃棄物）の種類及び運搬量等」欄に記載してください。
（内容を説明する書類等の提出を求める場合があります。）
様式第６号

（第２面）

	既に処理業の許可（他の都道府県のものを含む。）を有している場合はその許可番号（申請中の場合には、申請年月日）
	都道府県・市名
	許可番号（申請中の場合には、申請年月日）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	申請者（個人である場合）

	
	（ふりがな）

氏名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　　　所（ふりがな）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	（法人である場合）

	
	（ふ　り　が　な）

名　　　　　　　称
	（ふ　り　が　な）
住　　　　　　　　　　所

	
	
	

	法定代理人（申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合）

	
	（個人である場合）

	
	（ふりがな）

氏名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	（法人である場合）

	
	（ふ　り　が　な）

名　　　　　　　称
	住　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	

	
	役員（法定代理人が法人である場合）

	
	（ふりがな）

氏名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	役員（申請者が法人である場合）

	
	（ふりがな）

氏名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第６号　　　　　　　　　　　　　　　（第３面）

	発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において，当該株主又は出資をしている者があるとき）

	
	発行済株式の総数
	株
	出資の額
	

	
	（ふりがな）

氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	割合
	住　　　　　　　　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	令第６条の10に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合）

	
	（ふりがな）

氏名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	備考

　１　※欄は記入しないこと。

　２　「法定代理人」の欄から「令第６条の10に規定する使用人」までの各欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。

　３　「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。

　４　都道府県知事が定める部数を提出すること。

	※手数料欄


〔収運業〕様式第６号の２（第２面）
	３．運搬施設の概要

　(1) 運搬車両一覧

	
	車両の形状
	自動車登録番号又は車両番号
	最大積載量（Kg）
	所有者又は使用者
	備　　考

	１
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	２
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	３
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	４
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	５
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	６
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	７
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	８
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	９
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	10
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	事務所の所在地
	

	駐車場の所在地
	※付近の見取図を添付すること。

	(2) その他の運搬施設の概要

	運搬容器等の名称
	用　　途
	容　　量
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


〔収運業〕様式第６号の２（第２面）（続き）
　(1)運搬車両一覧

	
	車両の形状
	自動車登録番号又は車両番号
	最大積載量（Kg）
	所有者又は使用者
	備　　考

	11
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	12
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	13
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	14
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	15
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	16
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	17
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	18
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	19
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	20
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	21
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	22
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	23
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	24
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	25
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	26
	
	
	
	
	新規・継続・廃止

	27
	
	
	
	
	新規・継続・廃止


〔収運業〕様式第６号の２（第３面）
※積替え又は保管を行う場合に限り添付すること。
	(3) 積替施設又は保管施設の概要



	廃棄物の種類
	面積（㎡）
	保管上限

（ｔ又はｍ３）
	積み上げることができる高さ　　　（ｍ）
	設置場所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（留意事項）

１　構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書、保管量等の計算書並びに当該施設の付近の見取図を添付すること。

２　設置場所の不動産登記事項証明書を添付すること。（借地の場合は、使用権原を証する書類（賃貸借契約書等の写し）を添付すること｡）


〔収運業〕様式第６号の２（第８面）
	事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法

	内　　　　訳
	金額（千円）

	事業の開始に要する

資金の総額
	

	
	土地
	

	
	事務所
	

	
	収集運搬車両
	

	
	積替保管施設
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	調

達

方

法
	自己資金
	

	
	借入金
	

	
	（借入先名）
	

	
	
	

	
	
	

	
	その他
	

	
	増資
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	備考　内訳欄の事項については，事業計画に応じて適宜変更すること。


〔収運業〕様式第６号の２（第９面）
	資産に関する調書（個人用）　

　　　　　　年　　月　　日現在

	資産の種別
	内　　訳
	数　　量
	価格、金額（千円）

	現金預金
	
	
	

	有価証券
	
	
	

	未収入金
	
	
	

	売掛金
	
	
	

	受取手形
	
	
	

	土地
	
	
	

	建物
	
	
	

	備品
	
	
	

	車両
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	資産計
	

	負債の種別
	内　　訳
	数　　量
	価格、金額（千円）

	長期借入金
	
	
	

	短期借入金
	
	
	

	未払金
	
	
	

	預り金
	
	
	

	前受金
	
	
	

	買掛金
	
	
	

	支払手形
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	負債計
	


〔収運業〕様式第６号の２（第10面）
誓　約　書

　申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第５項第２号イからヘに該当しない者であることを誓約します。

年　　月　　日

　栃木県知事　様

申請者

　　住　所　
　　氏　名　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
〔収運業〕【収支計画様式】
今後５年間の収支計画
１　債務超過又は損失が生じている理由
２　今後の改善計画
３　収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円・千円・百万円）（いずれかに○）

[image: image2.emf]　　　会計年度



項目

〇〇〇期

令和〇年〇月〇日

～令和〇年〇月〇

日

〇〇〇期

令和〇年〇月〇日

～令和〇年〇月〇

日

〇〇〇期

令和〇年〇月〇日

～令和〇年〇月〇

日

〇〇〇期

令和〇年〇月〇日

～令和〇年〇月〇

日

〇〇〇期

令和〇年〇月〇日

～令和〇年〇月〇

日

売上高

売上原価

売上総利益 0 0 0 0 0

販売費及び一般管理費

営業利益 0 0 0 0 0

営業外収益

営業外費用

経常利益 0 0 0 0 0

特別利益

特別損失

税引前当期利益

0 0 0 0 0

法人税等充当額

当期利益 0 0 0 0 0


　　

　※新設法人等で３年間の決算実績がないため本計画書を提出する場合は、１及び２は記入する必要はありません。（ただし、直前の事業年度の当期純利益又は直前２年の事業年度の当期純利益の平均がいずれかマイナス（損失）となっている場合は、記入が必要です。）
令和  年  月  日 
 栃木県知事 様 
栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号株式会社 ○○○○ 
代表取締役 ○○ ○○ 
 下記の者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第６条の10に該当する使用人であることに相違ないことを証明する。 
記 
（役職氏名） ○○ ○○ ○○ 
	【参考】産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）収集運搬業許可申請（新規・更新・変更許可)に要する申請書、添付書類等一覧表（別紙）

添付を省略できる書類の一覧表（栃木県）

◇ 下表のとおり、添付を省略できる書類があります。（令和８(2026)年４月１日適用 審査基準による）

◇ 添付を省略して申請する場合は、本一覧表を提出してください。

（ ※下欄を記入し、省略する理由の番号に丸を付け、省略EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(・　・　・),しない)書類があれば○印を塗りつぶす：○ → ● ）

申請者名：　     　     　     　                                                  

内    容： [ 産廃 ・ 特管 ] , [ 新規 ・ 更新 ・ 変更許可 ] 

	

	省略できる書類

（①・②は１つの申請: 産廃・特管 , 新規・更新・変更許可 に添付する書類をほかの申請で省略）
	省　略　す　る　理　由

	
	① ２以上の

  申請を同時

  に行う場合

【法人】
	② ２以上の

  申請を同時

  に行う場合

【個人】
	③ 先行許可証(本県に限る) の写しを添

付【法人】
	④ 先行許可証(本県に限る) の写しを添

  付【個人】
	⑤ 優良認定　　（確認）を

　 受けている

【法人】

	様 式 第 ６ 号 の ２
	(第４面)収集運搬業務の具体的な計画
	
	
	事前に申請先にお問い合わせください。
	事前に申請先にお問い合わせください。
	○

	
	(第５面)環境保全措置の概要
	
	
	
	
	○

	
	(第６面)運搬車両の写真
	○(内容が同一のものに限る)
	○(内容が同一のものに限る)
	
	
	

	
	(第８面)事業の開始に要する

資金の総額、調達方法
	○(内容が同一の場合に限る)
	○(内容が同一の場合に限る)
	
	
	

	
	(第10面)誓約書
	○
	○
	
	
	

	添　　　　　付　　　　　書　　　　　　類
	住民票抄本
	○
	○
	
	
	

	
	商業登記事項証明書
	○
	
	
	
	

	
	成年被後見人等に係る

登記事項証明書（積替え保管の申請に限る）
	○
	○
	
	
	

	
	定款又は寄附行為
	○
	
	
	
	○

	
	貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、

個別注記表
	○
	
	
	
	○

	
	銀行預金等の残高証明書、

固定資産の評価証明書
	
	○
	
	
	

	
	法人税の納税証明書
	○
	
	
	
	○

	
	所得税の納税証明書
	
	○
	
	
	

	
	技術的能力を説明する書類（講習会の修了証の写し）
	○
	○
	
	
	

	
	駐車場の不動産登記事項証明書（積替え保管に限る）
	○
	○
	
	
	

	
	駐車場に係る賃貸借契約書の

写し又は使用貸借契約書の写し
（積替え保管に限る）
	○
	○
	
	
	

	
	自動車検査証記録事項の写し

（＋賃貸借契約書等の写し）
	○(内容が同一のものに限る)
	○(内容が同一のものに限る)
	
	
	


※③～⑤については、審査において必要と認める場合に、省略した書類の提出を求めることがあります。
変更事項確認書
届出者確認用
※本紙を提出しないでください
事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○ [  更新許可申請  ・  変更許可申請  ]にあたり、変更事項について確認しました。
その結果は次のとおりです。（※１又は２の数字にチェック）
☐ １　変更事項はありません。（変更届が必要な内容について、既に届出済です。）
☐ ２　変更事項がありますので、変更届を提出します。（※変更事項は下表のとおり）
→　変更の日から１０日以内（登記事項証明書が必要なときは、３０日以内）に変更届を
提出していない場合は、届出遅延の理由書を提出すること。
【注意事項】本確認書の作成にあたり、変更届の提出状況について、県への照会は御遠慮ください。
　　　　　（変更届の提出状況は、その副本を保存するなどして、自ら把握するようお願いします）
	変更の
有無
	変更事項
	変更内容

	
	
	変更後
	変更前

	有 ・ 無
☐・  ☐
	１
	住所の変更（法人の本店所在地、             　個人事業者の住所）
	· 変更届の「新旧欄」に記載のとおり


	有 ・ 無
☐・  ☐ 
	２
	氏名又は名称の変更（法人の名称、個人事業者の氏名）
	☐ 変更届の「新旧欄」に記載のとおり


	有 ・ 無
☐・  ☐ 
	３

	法定代理人、役員、政令で定める使用人、100分の5以上の株主及び出資者の変更
	☐ 変更届の「新旧欄」に記載のとおり
☐「(参考様式)役員の新旧対照表」のとおり
☐「(参考様式)株主の新旧対照表」のとおり


	有 ・ 無
☐・  ☐ 
	４
	事務所及び事業場（駐車場等）の所在地の変更
	☐ 変更届の「新旧欄」に記載のとおり


	有 ・ 無
☐・  ☐ 
	５
	収集運搬車両の変更
	☐ 変更届の「新旧欄」に記載のとおり
☐ 「様式第６号の２（第２面)運搬車両一覧」のとおり

	有 ・ 無
☐・  ☐
	６
	積替保管施設の変更
	
	

	有 ・ 無
☐・  ☐ 
	７
	事業の全部又は一部の廃止
	
	

	有 ・ 無
☐・  ☐ 
	８
	その他
	
	


　注　記入欄が足りない場合は、別紙（様式任意）に記載し、添付してください。
Sheet1

				　　　会計年度


項目 カイケイネンド コウモク		〇〇〇期
令和〇年〇月〇日
～令和〇年〇月〇日 キ レイワ ネン ツキ ヒ		〇〇〇期
令和〇年〇月〇日
～令和〇年〇月〇日 キ レイワ ネン ツキ ヒ		〇〇〇期
令和〇年〇月〇日
～令和〇年〇月〇日 キ レイワ ネン ツキ ヒ		〇〇〇期
令和〇年〇月〇日
～令和〇年〇月〇日 キ レイワ ネン ツキ ヒ		〇〇〇期
令和〇年〇月〇日
～令和〇年〇月〇日 キ レイワ ネン ツキ ヒ

				売上高 ウリアゲダカ

				売上原価 ウリアゲ ゲンカ

				売上総利益 ウリアゲ ソウリエキ		0		0		0		0		0

				販売費及び一般管理費 ハンバイヒ オヨ イッパンカンリヒ

				営業利益 エイギョウリエキ		0		0		0		0		0

				営業外収益 エイギョウガイ シュウエキ

				営業外費用 エイギョウガイ ヒヨウ

				経常利益 ケイジョウ リエキ		0		0		0		0		0

				特別利益 トクベツリエキ

				特別損失 トクベツソンシツ

				税引前当期利益 ゼイヒ マエ トウキ リエキ		0		0		0		0		0

				法人税等充当額 ホウジンゼイ ナド ジュウトウガク

				当期利益 トウキ リエキ		0		0		0		0		0








